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１. 15年  3月期の連結業績（平成 14年 4月 1日 ～ 平成 15年 3月 31日）

(1)連結経営成績 （百万円未満切捨）

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

15年 3月期 13,973 3.6 26 - 12 -

14年 3月期 13,482 △ 12.5 △ 855 - △ 903 -

            当期純利益
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり
当期純利益

株主資本
当期純利益率

総 資 本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

15年 3月期 △ 214 - △ 5.03 - △ 1.3 0.0 0.1

14年 3月期 △ 2,703 - △ 63.50 - △ 16.1 △ 3.3 △ 6.7

 (注)①期中平均株式数（連結） 15年 3月期    42,557,334 株       14年 3月期    42,593,214 株

     ②会計処理の方法の変更 無

     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)連結財政状態

百万円 百万円 ％ 円　　銭

15年 3月期 26,810 16,127 60.2 379.27

14年 3月期 27,637 16,806 60.8 394.66

 (注)期末発行済株式数（連結） 15年 3月期    42,523,336 株       14年 3月期    42,585,488 株

(3)連結キャッシュ･フローの状況

百万円 百万円 百万円 百万円

15年 3月期 137 253 △ 233 2,927

14年 3月期 △ 170 △ 723 △ 819 2,600

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項

    連結子会社数  7　社   持分法適用非連結子会社数　0　社   持分法適用関連会社数　0　社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規）2　社  （除外）0　社   持分法（新規）0　社  （除外）　0　社

２. 16年  3月期の連結業績予想（ 平成 15年 4月 1日  ～  平成 16年 3月 31日 ）
　

百万円 百万円 百万円

中 間 期 7,500 200 110

通　　期 14,500 390 220

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）                5円   17銭

※上記の予想は本資料の発表日現在において、入手可能な情報に基づき作成したものであります。
　実際の業績は、今後の様々な要因によって予想値と異なる結果となる可能性があります。

売　　上　　高 経　常　利　益 当　期　純　利　益

１株当たり株主資本

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期　末　残　高

売    上    高 営  業  利  益 経  常  利  益

総  資  産 株  主  資　本 株主資本比率
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１．企 業 集 団 の 状 況 
事業の系統図は次の通りであります。 
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（連結子会社） 

  東京フジ(株) 
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  SAKAI AMERICA,INC. 
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  P.T.SAKAI INDONESIA 
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（非連結子会社） 
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  酒井工程机械（上海）有限公司 
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２ ． 経  営  方  針  

 

 

（１）経営の基本方針 

    当企業グループは道路建設機械事業を通じて、国土開発という社会事業に貢献することを経営の

基本方針としています。ユーザの方々に信頼のおける製品とサービスを提供すること、道路建設機

械のスペシャリストとして常に技術の深耕を図り、道路事業の発展に有益な技術を創造して行くこ

と、そして道路建設機械で培った専門技術を周辺分野の事業にも役立てて行くことが、当企業グル

ープの存在意義であり、責務であると考えております。 

    この基本方針に基づき、株主様より出資された資金並びに社員の能力を最大限生かせる会社運営

を行うことにより、株主様の期待に応えられる業績を挙げて行くことに全力を尽くして参ります。 

 

（２）利益配分に関する基本方針 

    当企業グループは道路建設機械の製造・販売を業とする公共性の高い業種であり、長期にわたり

安定的な経営基盤の確保に努めるとともに、配当についても安定的な配当の継続を重視し、業績と

健全な財務体質に裏付けられた成果の配分を基本方針としています。 

    内部留保資金につきましては、事業の運転資金、事業戦略に基づく再投資、将来に備えた財務体

質強化に有効活用するとともに、資金需要と経済性を考慮しつつ自社株式消却を実施して参りま

す。 

 

（３）中期的な会社の経営戦略と対処すべき課題 

    我が国建設機械業界は、昨今の国内建設投資縮小とグローバル競争激化によって事業環境が激変

し、現在大きな転換期を迎えております。当企業グループといたしましては、我々の強みである道

路建設機械事業の更なる専門化と国際化を会社の進むべき方向とし、事業構造の革新を強力に進め

て行く方針であります。この為、①国内事業の安定化、②海外事業の拡大、③魅力ある新製品開発

を中期経営課題として定め、国際競争力の向上と国内外事業による安定的収益構造確立によって、

国際市場におけるトップメーカとしての地位を目指して参ります。 

 

（４）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 

    当社では、株主総会、取締役及び取締役会、代表取締役、監査役、会計監査人をコーポレート・

ガバナンスの基本骨格とし、それぞれの会社機関の相関関係が法令・定款に基づいて有効に機能す

る会社運営を基本としております。 

    そして、会社機関運営及び経営業務執行の中核である取締役会及び代表取締役が、忠実業務と社

会倫理に基づいた誠実で正しい経営姿勢を追及する中で、適法かつ効率的な業務執行決定と業務執

行監督を行うことによって、コーポレート・ガバナンスの実効性を確保しております。 

     なお、当社では、会社規模とコーポレート・ガバナンスの有効性の観点より、監査役制度を採用

し、社外監査役２名を含む監査役会及び独立会計監査法人によって、業務監査及び会計監査の実効

性を担保しております。 
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３ ． 経 営 成 績 及 び 財 政 状 態  

経 営 成 績 

 
連結比較区分別売上表 
  

 当連結会計年度 前連結会計年度    

 自 平成14年４月１日 自 平成13年４月１日 前 年 比  

 至 平成15年３月31日 至 平成14年３月31日    

 

        期 別 

  

    区 分 
金  額 構成比 金  額 構成比 金 額 比 率  

    百万円 ％  百万円 ％     百万円 ％  

 建 設 機 械       国内  9,804   9,986  △  182 △ 1.8  

  海外  3,226   2,570  656 25.5  

  計 13,031  93.3 12,557  93.1    473   3.8  

 産 業 機 械       国内    368     519  △  151 △29.1  

  海外    109      46   62 135.4  

  計    477   3.4    565   4.2 △   88 △15.7  

 そ の 他       国内    464     352     112  31.9  

  海外      0       7  △    6 △96.1  

  計    464   3.3    359   2.7    105  29.3  

 合 計       国内 10,637  76.1 10,858  80.5 △  221 △ 2.0  

  海外  3,336  23.9  2,623  19.5 712 27.1  

  合計 13,973 100.0 13,482 100.0    490   3.6  

 

 
（１）当連結会計年度の概況 

   当連結会計年度における我が国建設機械業界は、建設投資の７％縮小と建設関連業界の構造調整が

一段と進む中、新車需要が前期比１５％減少し、国内事業環境は引き続き厳しい状況のまま推移致し

ました。     

   海外市場につきましては、中東情勢の緊迫と欧米経済の減速が時間とともに進む中、北米市場では

下期に入ってディーラーの設備投資が抑制基調に入り、アジア・中近東市場は横這い基調に留まった

ものの、先行き不透明感が強まる混沌とした事業環境のまま推移致しました。 

   このような市場情勢の下で当企業グループは、国内市場では道路維持機械の販売を前期比４割拡大

させて主力製品であるローラ需要の落込みをカバーし、国内売上の減少を抑えて参りました。海外市

場では、インドネシア工場において完成車生産がフル操業に入り、アジア・オセアニア・中近東市場

への拡販を進めるとともに、北米事業子会社では低迷する市場環境の中、販売の３割拡大と現地生産

を開始し、製販一体の事業体制づくりを進めて参りました。 

   また、世界の工場化と市場の急拡大が進む中国に対しては、上海市に生産拠点の設置を決定し、次

年度中の操業開始に向けて準備を開始致しました。 

 

   収益構造面では、６月末に実施した国内事業の抜本的構造改革の結果、単体の販売・製造管理費を

前期比１０億３千万円削減して単体業績の黒字化を確保し、また国内連結子会社各社の黒字化を達成

することによって、国内の事業構造改革にほぼ目処をつけました。 
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   また、並行して進めた生産革新プロジェクト活動の結果として、たな卸資産を前期比１５％削減し、

財務体質も健全化が進みました。 

   新たな成長路線として育成中にある海外事業につきましては、北米事業子会社の創業期赤字縮小を

目指して積極的な市場開拓と生産機種拡大を進めて参りましたが、下期からの市場低迷により販売・

生産が伸び悩み、創業期赤字の縮小は小幅に留まりました。インドネシア工場につきましては、生産・

販売ともに拡大基調に入り、着実な市場開拓を進めて参りましたが、熾烈な価格競争対応とコストダ

ウンの両立を追い求める中、利益は横這い水準に留まりました。 

 

   このような国内事業の安定化政策の断行と、海外事業の積極的拡大政策の結果として、当連結会計

年度の国内向け売上高は前期比２％減の１０６億３千万円、海外向け売上高は前期比２７．１％増の

３３億３千万円、連結売上高の合計は前期比３．６％増の１３９億７千万円となりました。海外売上

比率につきましては、前期比４．４ポイント上昇し２３．９％になりました。 

   部門別連結売上高は、ロードローラ等の建設機械１３０億３千万円、仕入れ商品等の産業機械４億

７千万円、修理等のその他４億６千万円であります。 

  

   当期連結経常利益は、前連結会計年度の大幅業績悪化に対して９億１千万円改善し、１千万円の黒

字を確保いたしました。連結当期純利益につきましては、急激な株式相場の低迷により５億円の投資

有価証券評価損を計上いたしました影響で、２億１千万円の損失となりました。 

 

   なお、単体の利益配当金につきましては、利益配分に関する当社基本方針に基づき慎重に検討の結

果、一株当り５円、中間配当金２円５０銭を差し引き、期末配当金を一株当り２円５０銭とさせて戴

く予定であります。 

 

財 政 状 態 
 
（１）連結キャッシュ・フローの状況 

   当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、２９億２千万円となり前

連結会計年度に比べ３億２千万円増加しました。 

   当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

  （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

   営業活動の結果増加した資金は、１億３千万円であります。主な増加額は、たな卸資産の減少１３

億５千万円、売上債権の減少３億３千万円及び非資金的科目である減価償却費４億３千万円、投資有

価証券の評価損５億円であります。主な減少額は、仕入債務の減少１３億２千万円、未払費用の減少

６億５千万円、非資金的科目である有形固定資産売却益５億２千万円であります。 

  （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

   投資活動の結果増加した資金は、２億５千万円であります。主な増加額は、有形固定資産の売却に

よる収入９億３千万円、投資有価証券の売却による収入９億２千万円、有価証券の売却による収入５

億５千万円であります。主な減少額は、投資有価証券の取得による支出１０億５千万円、定期預金へ
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の預け入れによる支出５億８千万円、関係会社出資金払込による支出３億３千万円であります。 

  （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

   財務活動の結果減少した資金は、２億３千万円であります。主な減少額は、親会社による配当金の

支払額２億１千万円と短期借入金返済による支出１億円であります。主な増加額は、長期借入による

収入１億７千万円であります。 

   なお、当企業グループのキャッシュ・フロー指標のトレンドは次のとおりです。 

  平成 12 年３月期 平成 13 年３月期 平成 14 年３月期 平成 15 年３月期  

 株主資本比率（％） 65.7 63.0 60.8 60.2  

 時価ベースの 

株主資本比率（％） 
30.7 29.8 25.6 23.3 

 

 債務償還年数（年） 2.1 － － 42.4  

 インタレスト・ 

カバレッジ・レシオ 
28.4 － － 1.2 

 

   （注）１．各指標の算式は次のとおりです。 

         自己資本比率 ： 自己資本／総資産 

         時価ベースの自己資本比率 ： 株式時価総額／総資産 

         債務償還年数 ： 有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

         インタレスト・カバレッジ・レシオ ： 営業キャッシュ・フロー／利払い 

      ２．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

      ３．株式時価総額は期末株価終値×期末発行済株式総数により算出しております。 

      ４．営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシ  

ュ・フローを使用しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債 

        のうち利子を支払っているすべての負債を対象としております。また、利払いについて

は連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

 

（２）次期の見通し 

   今後国内につきましては、２００３年度建設投資が前年度比４．５％縮小の５４兆円と予想されて

おり、建設関連業界では引続き大変厳しい事業環境が続くものと予想せざるを得ません。 

   国内市場の建設機械需要についてはピークであった１９９０年の 1 兆５千億円から２００３年の

５千億円まで３分の１の市場規模に縮小し、既にその縮小幅も徐々に狭まってきており、今後は２０

０３年１０月より開始される第２次排ガス規制と過去の大幅な設備投資抑制に対する入れ替え需要

が現われて来るものと期待されますので、中期的には建設機械の需要減少も底打ちが近づいているも

のと考えられます。 

   海外市場につきましては、欧米経済の先行き不透明感や、ＳＡＲＳとテロによるグローバル経済活

動への障害、ユーロ高・ドル安による競争環境の変化、イラク戦争後の新たな展開など、世界経済の

行方は予断を許さない極めて混沌とした状況にあります。 

   一方潜在的には、北米については次期６ヵ年中期道路投資計画の政府審議が進んでおりますし、ア

ジア・中東でも建設機械の実需は確実に回復基調を示して来ております。 

   この様な弱含みな世界経済情勢と個別市場傾向が混在する見通しの難しい事業環境に対し、当企業

グループでは、自助努力によってこの不透明な事業環境を跳ね返すべく、当社の強みである道路建設

機械メーカとしての専門性を活かし、国内事業周辺分野の事業展開、北米、インドネシア、中国生産

拠点を中核とした海外事業拡大と収益創造体質の構築、そして新たな市場開拓を可能ならしめる魅力

ある新製品投入によって、本格的な業績回復と新たな成長路線の確保に向け、全社員スピードと行動

力をもって邁進して参る方針であります。 



－7－ 

                                           

４．連結財務諸表等   

Ⅰ．比 較 連 結 貸 借 対 照  表 

 

当連結会計年度 前連結会計年度    

（平成15年３月31日） （平成14年３月31日） 増  減  

         期   別 

 
  

 科   目 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 
 

（資産の部）    百万円   ％    百万円   ％    百万円  

       

流 動 資 産      17,599   65.6      18,724   67.7  △   1,124   

  現 金 及 び 預 金                     3,515        2,600         915  

  受 取 手 形 及 び 売 掛 金                     7,623        7,856   △     232  

  有 価 証 券                     114          455   △     341  

  た な 卸 資 産                   6,083        7,153   △   1,069  

  繰 延 税 金 資 産                      59          431   △     372  

  そ の 他                       209          229   △      20  

    貸 倒 引 当 金              △       5   △       2   △       3  

       

固 定 資 産       9,210   34.4       8,913   32.3         297   

  （有 形 固 定 資 産        ） (     4,357) (16.3) (     3,961) (14.4) (      396)  

  建 物 及 び 構 築 物                     1,872        1,649         222  

  機 械 装 置 及 び 運 搬 具         560          420         140  

  工 具 器 具 及 び 備 品         243          301   △      58  

  土 地                   1,681        1,538         143  

  建 設 仮 勘 定                      －           52   △      52  

  （無 形 固 定 資 産        ） (       121) ( 0.5) (       201) ( 0.7) (△      79)  

 （投資その他の資産        ） (     4,730) (17.6) (     4,749) (17.2) (△      18)  

  投 資 有 価 証 券                   3,075        4,042   △     966  

  関 係 会 社 出 資 金         333           －          333  

  長 期 貸 付 金                      22           23   △       0  

    繰 延 税 金 資 産                     677          107         569  

  そ の 他                       681          649          32  

  貸 倒 引 当 金              △      60   △      73          12  

       

  資 産 合 計              26,810 100.0      27,637 100.0  △     827  
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当連結会計年度 前連結会計年度    

（平成15年３月31日） （平成14年３月31日） 増  減  

         期   別 

 
 

 科   目 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 
 

（負債の部）    百万円   ％    百万円   ％    百万円  

       

流 動 負 債       8,315   31.0       9,624   34.8  △   1,308   

  支 払 手 形 及 び 買 掛 金                     3,488        4,623   △   1,134  

  短 期 借 入 金                   4,092        3,941         150  

  未 払 法 人 税 等                      66           30          35  

  製 品 保 証 引 当 金                      40           48   △       8  

  そ の 他                       627          979   △     351  

       

固 定 負 債       2,298   8.6       1,143   4.2       1,154   

  長 期 借 入 金                   1,753          960          792  

    退 職 給 付 引 当 金                       446          105          340  

  役 員 退 職 慰 労 引 当 金                      99           77          21  

    負 債 合 計              10,614  39.6      10,767  39.0  △     153 
 

       

    少 数 株 主 持 分                  68           62           5  

       

    少 数 株 主 持 分                  68   0.2          62   0.2          5  

（資本の部）       

       

資 本 金          －     －       3,115   11.3  △   3,115   

資 本 準 備 金          －     －       6,336   22.9  △   6,336   

連 結 剰 余 金          －     －       7,567   27.4  △   7,567   

その他有価証券評価差額金          －     －  △      20  △0.1         20   

為 替 換 算 調 整 勘 定          －     －  △     189  △0.7        189   

自 己 株 式          －     －  △       2  △0.0          2   

  資 本 合 計                   －    －      16,806  60.8  △  16,806  

       

資 本 金       3,115   11.6          －     －       3,115   

資 本 剰 余 金       6,336   23.6          －     －       6,336   

利 益 剰 余 金       6,804   25.4          －     －       6,804   

その他有価証券評価差額金  △      60  △0.2          －     －  △      60   

為 替 換 算 調 整 勘 定  △      57  △0.2          －     －  △      57   

自 己 株 式  △      10  △0.0          －     －  △      10   

  資 本 合 計               16,127  60.2          －    －      16,127  

 
  負債、少数株主持分 

     及び資本合計 
     26,810 100.0      27,637 100.0  △     827 
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                  Ⅱ．比 較 連 結 損 益 計 算 書  
  

 当連結会計年度 前連結会計年度   

 自 平成14年４月１日 自 平成13年４月１日   

 至 平成15年３月31日 至 平成14年３月31日 増  減  

 

       期    別 
 

 
 科    目 

金  額 百分比 金  額 百分比 金  額 
 

     百万円    ％    百万円    ％    百万円  

        
  売 上 高                 13,973  100.0       13,482  100.0        490  

  売 上 原 価                 10,115   72.4        9,989   74.1        126  

   売 上 総 利 益               3,858   27.6        3,493   25.9        364  

  販売費及び一般管理費                  3,831    27.4        4,349    32.2  △     517   
     運 送 費                     343           357   △      14  

     給 料 及 び 賞 与                   1,647         1,893   △     245  
     役員退職慰労引当金繰入額           37            14          23  

   技 術 研 究 費                     559           554           4  
     そ の 他                   1,243         1,529   △     285  

        

   営業利益（△損失）                    26   0.2  △      855 △ 6.3        882  
        

  営 業 外 収 益                    225     1.6          191     1.4          33   

   受 取 利 息                      51            52   △       1  

    受 取 配 当 金                      11            10           0  
     有 価 証 券 売 却 益                      51            －          51  
     受 取 保 険 配 当 金           37            59   △      22  

     そ の 他                      73            68           5  
   営 業 外 費 用                    239     1.7          239     1.8           0   

   支 払 利 息                     119           116           2  
     そ の 他                     119           122   △       2  

        

    経常利益（△損失）                    12   0.1  △      903 △ 6.7        916  
        

  特 別 利 益                    539     3.9            3     0.0         536   

   固 定 資 産 売 却 益                     528            －         528  

   前 期 損 益 修 正 益                       3            －           3  
   関係会社株式売却益           －             3   △       3  
   製品保証引当金戻入益            8            －           8  

  特 別 損 失                    861     6.2        1,607    11.9  △     746   

     た な 卸 資 産 評 価 損           －           365   △     365  

     た な 卸 資 産 処 分 損           26            －           26  
     固 定 資 産 処 分 損            2            －            2  

     貸 倒 引 当 金 繰 入 額            6            43   △      36  
     投資有価証券評価損          501           633   △     131  

   退職給付引当金繰入額          322            －         322  
     構 造 改 革 費 用           －           565   △     565  

        

 税金等調整前当期純利益（△純損失）                △      309 △ 2.2  △    2,508 △18.6      2,198  

 法人税、住民税及び事業税                         64   0.5           25   0.2         39  
 法 人 税 等 調 整 額               △      166 △ 1.2          176    1.3  △     342  

 少 数 株 主 利 益                △        6 △ 0.0          6    0.0  △      12  
        

 当 期 純 利 益 （ △ 純 損 失 ）                △      214 △ 1.5  △    2,703 △20.1      2,489  
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Ⅲ．比較連結剰余金計算書 

                                              

当連結会計年度 前連結会計年度  

自 平成１４年４月 1日 自 平成１３年４月 1日  

         期    別 
 

 科    目 至 平成１５年３月31日 至 平成１４年３月31日  

           百万円           百万円  

連結剰余金期首残高           －        １０，５６９  

    

連結剰余金減少高           －           ２９８  

    

  配当金           －           ２９８  

    

当期純利益（△純損失）           －        △２，７０３  

    

連結剰余金期末残高           －         ７，５６７  

    

    

（資本剰余金の部）    

    

資本剰余金期首残高        ６，３３６           －   

    

  資本準備金期首残高        ６，３３６           －   

    

資本剰余金期末残高        ６，３３６           －   

    

    

（利益剰余金の部）    

    

利益剰余金期首残高        ７，５６７           －   

    

  連結剰余金期首残高        ７，５６７           －   

    

利益剰余金増加高          １１０           －   

    

  連結子会社の増加に伴う増加高          １１０           －   

    

利益剰余金減少高         ８７３           －   

    

  配当金          ２１２           －   

    

  連結子会社の増加に伴う減少高          ４４６           －   

    

  当期純損失          ２１４           －   

    

利益剰余金期末残高        ６，８０４           －   
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          Ⅳ．連結キャッシュ・フロー計算書 
 （単位：百万円）

当連結会計年度 
自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日 

前連結会計年度 
自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

 
期   別    

 
 

科  目 金 額 金 額 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー                   
税金等調整前当期純利益（△純損失） △     309 △   2,508  
減価償却費  430 427  
貸倒引当金の増加額      6     21  
製品保証引当金の増減額（△減少）  △       8      4  
役員退職慰労引当金の増加額       21      12  
退職給付引当金の増加額  339 74  
受取利息及び受取配当金  △    62 △    63  
支払利息  119 116  
有価証券売却益  △    51 －  
投資有価証券評価損  501 633  
たな卸資産評価損  － 365  
たな卸資産処分損   26 －  
有形固定資産売却益  △     528 －  
有形固定資産処分損  2 －  
構造改革費用  －  565  
売上債権の減少額  331 1,195  
たな卸資産の減少額  1,353 79  
仕入債務の減少額  △   1,325 △    853  
未払費用の減少額  △     654 －  
その他  28 △     152  

小計  224 △    83  
利息及び配当金の受取額  49 46  
利息の支払額  △   104 △   101  
法人税等の支払額  △    31 △    32  

 営業活動によるキャッシュ・フロー                137 △   170  
      
Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー                   

定期預金への預入れによる支出  △      587 －  
有価証券の取得による支出  △       99 △      100  
有価証券の売却による収入  555 1,006  
有形固定資産の取得による支出                △   128 △   316  
有形固定資産の売却による収入                939 1  
投資有価証券の取得による支出                △  1,052 △  1,900  
投資有価証券の売却による収入  921 259  
貸付けによる支出  △     9 △    10  
貸付金の回収による収入  46 338  
関係会社出資金の払込による支出  △   333 －  

 投資活動によるキャッシュ・フロー                253 △    723  
      
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー                   

短期借入金減少額  △   105 △   578  
長期借入れによる収入  170 200  
長期借入金返済による支出  △    75 △   142  
親会社による配当金の支払額  △   212 △   298  
少数株主への配当金支払額  △     0 △     0  
自己株式取得による支出  △     8 －  

財務活動によるキャッシュ・フロー                △    233 △    819  
     

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額                 △     8 △     5  

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額  148 △  1,719  
Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高                2,600 4,319  
Ⅶ 新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額  178 －  
Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高  2,927 2,600  
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連結財務諸表作成のための基本となる事項 
 
 １．連結の範囲に関する事項  

    連結子会社は、酒井機工株式会社、SAKAI AMERICA,INC.、日本アイデｨ ーシー株式会社、東京フジ株式会社、

P.T.SAKAI INDONESIA、SAKAI AMERICA MANUFACTURING,INC.、株式会社コモドの７社です。 

    上記のうち、SAKAI AMERICA MANUFACTURING,INC.、株式会社コモドについては、当連結会計年度において重
要性が増加したため、新たに連結の範囲に含めております。     

    非連結子会社は、サカイエンジニアリング株式会社、ブライト電子株式会社、当連結会計年度において新た
に設立した、酒井工程机械（上海）有限公司を含む３社であります。これらの非連結子会社は、いずれも小規

模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、

いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲から除外しております。 

 
 ２．持分法の適用に関する事項  

    非連結子会社３社に対する投資については、連結純損益及び連結利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、
かつ、全体としても重要な影響を及ぼしていないため、持分法の適用範囲から除外しております。 

    なお、関連会社はありません。 
 
 ３．連結子会社の決算日等に関する事項  

    P.T.SAKAI INDONESIA の決算日は、12 月 31 日であり、連結決算日との差は３ケ月以内であるため、当該連

結子会社の事業年度に係る財務諸表を基礎として連結を行っており、連結決算日との間に生じた重要な取引に

ついては、連結上必要な調整を行っております。 
 
 ４．会計処理基準に関する事項  

  （イ）重要な資産の評価基準及び評価方法 
    ①有価証券 

 満期保有目的債券 ―――――――――― 償却原価法（定額法） 

 
その他有価証券 時価のあるもの ―― 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部

資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法によ
り算定） 

                時価のないもの ―― 移動平均法による原価法 

    ②デリバティブ ――――――――――――― 時価法 
      ③たな卸資産 
 製品・仕掛品 ―――――――――――― 総平均法による原価法 
 商 品        
  商 品       ―――――――― 最終仕入原価法による原価法 
  輸 入 商 品       ―――――――― 個別法による原価法 
  仕 入 部 品       ―――――――― 移動平均法による原価法 

 原 材 料       ―――――――――――― 最終仕入原価法及び移動平均法による原価法 
   
  （ロ）重要な減価償却資産の償却方法 
 ①有 形 固 定 資 産            

定率法（ただし、平成 10 年４月１日以降に取得した建物（建物付属設備を除く）については定額法）

を採用しております。 
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

    建物及び構築物    ７～50年 

    機械装置及び運搬具  ３～11年 

    工具器具及び備品   ２～15年 

 ②無 形 固 定 資 産            
定額法 なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用可能期間（５年間）

に基づく定額法によっております。 

   
  （ハ）重要な引当金の計上基準  

 ①貸 倒 引 当 金            
売上債権及び貸付金等の貸倒れに備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 
 ②製 品 保 証 引 当 金            

製品の保証期間に発生した費用の支出に備え、過去の実績の製品売上高に対する比率を算定して当連結
会計年度の売上高に乗じた額を計上しております。 
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 ③退 職 給 付 引 当 金            

当社及び連結子会社において、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。 
会計基準変更時差異については、10 年による按分額を費用処理しております。 

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（10 年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。 
（追加情報） 

当社は平成 14 年６月末日を期日として希望退職者の募集を実施したところ、65 名がこれに応募し当期
末までに退職しております。これについて、「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」（企業会計基準

適用指針第１号）の大量退職に該当すると判断し、退職給付制度の一部終了に準ずる会計処理を行いまし

た。そのため、数理計算上の差異及び会計基準変更時差異の未処理額のうち、希望退職者部分に対応する
金額 322 百万円を特別損失として計上しております。 

 ④役員退職慰労引当金            

当社及び一部の連結子会社は、役員に対する退職慰労金の支給に備えるため、社内規定に基づく支給予

定額の 100％相当額を計上しております。 
  

  （ニ）重要な外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し

ております。なお、在外子会社の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益

及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は少数株主持分及び資本の部における為替換算調
整勘定に含めて計上しております。 

  

  （ホ）重要なリース取引の処理方法  

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、
通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 
  （ヘ）重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

為替予約の付されている外貨建金銭債権債務については振当処理の要件を充たす場合は振当処理によ

っております。 
金利スワップについて特例処理の条件を充たしている場合には特例処理を採用しております。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段  ヘッジ対象  

 為替予約  外貨建金銭債権債務  
 金利スワップ  借入金支払利息  

③ヘッジ方針 

 将来の為替変動によるリスク回避及び金利変動によるリスク回避を目的とし、投機的な取引は行って

 おりません。 
④ヘッジ有効性評価の方法 

 外貨建金銭債権債務の為替変動リスクを回避し、安定的な利益確保を行っております。 

 特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略しております。 

 

  （ト）その他連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

     ①消費税等の会計処理 

       消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

     ②自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準 

「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（企業会計基準第１号）が平成14年４月１

日以後に適用されることになったことに伴い、当連結会計年度から同会計基準によっております。
これによる当連結会計年度の損益に与える影響は軽微であります。 

なお、連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度における連結貸借対照表の資本の部及び連結

剰余金計算書については、改正後の連結財務諸表規則により作成しております。 
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     ③１株当たり情報 

「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に

関する会計基準の適用指針」（企業会計基適用指針第４号）が平成 14 年４月１日以後開始する連結会計
年度に係る連結財務諸表から適用されることになったことに伴い、当連結会計年度から同会計基準及び

適用指針によっております。 
 

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

    連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。 
 

６．連結調整勘定の償却に関する事項 

    連結調整勘定の償却については、５年間の均等償却を行っております。 
 

７．利益処分項目等の取扱いに関する事項 

    連結会計年度において確定した利益処分を基礎として、連結決算を行っております。 
 

８．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 
   連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に

償還期限の到来する短期投資からなっております。 
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注記事項 
 

①連結貸借対照表関係 
 当連結会計年度 前連結会計年度  

 （平成 15 年３月） （平成 14 年３月）  

１．有形固定資産の減価償却累計額  7,310 百万円  7,842 百万円  

２．非連結子会社及び関連会社の株式等    

  投資有価証券（株式）     40 百万円    531 百万円  

  関係会社出資金    333 百万円  － 百万円  

３．受取手形裏書譲渡高  － 百万円  ０ 百万円  

４．担保に供している資産及び担保付債務    

  担保資産 受取手形    305 百万円    100 百万円  

    （  － 百万円）   （  － 百万円）  

 投資有価証券    189 百万円    332 百万円  

    （  － 百万円）   （  － 百万円）  

 建物     34 百万円     37 百万円  

    （  19 百万円）   （  21 百万円）  

 土地    236 百万円    236 百万円  

    （ 139 百万円）   （ 139 百万円）  

 合計    764 百万円    706 百万円  

    （ 159 百万円）   （ 160 百万円）  

     

  担保付債務 短期借入金    492 百万円    466 百万円  

    （ 400 百万円）   （ 400 百万円）  

 長期借入金    660 百万円    475 百万円  

    （ 200 百万円）   （ 200 百万円）  

 合計  1,153 百万円    941 百万円  

    （ 600 百万円）   （ 600 百万円）  

 上記のうち（ ）内書は工場財団抵当並びに当該債務を示しております。  

     

５．保証債務残高     － 百万円  1,241 百万円  

     

６．当社の発行済株式総数 普通株式 42,597,385 株     － 株  

    

７．当社が保有する自己株式数 普通株式    74,049 株     － 株  

    

８．連結会計年度末日満期手形    

    連結会計年度末日満期手形の会計処理は、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、前連結会計
年度の末日は金融機関の休日であったため、次の連結会計年度末日満期手形が連結会計年度末残高に含まれて

おります。 

  当連結会計年度 前連結会計年度 

  （平成 15 年３月） （平成 14 年３月） 

 受取手形   － 百万円 461 百万円 

 支払手形   － 百万円 710 百万円 

    

②連結損益計算書関係    

 当連結会計年度 前連結会計年度 

 （平成 15 年３月） （平成 14 年３月） 

 １．一般管理費及び当期総製造費用に含まれる 
   研究開発費 

559 百万円 554 百万円 

 

 ２．固定資産売却益の内容   

     建物及び構築物・機械装置及び運搬具 

     ・工具器具及び備品 
176 百万円  － 百万円 

    土地 352 百万円  － 百万円 
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③連結キャッシュ・フロー計算書関係 
現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

  当連結会計年度 前連結会計年度 

  （平成 15 年３月） （平成 14 年３月） 

 現金及び預金勘定 3,515 百万円 3    2,600 百万円  

 有価証券勘定 114 百万円   455 百万円 

 預入期間３ヶ月超の公社債及び国債  △ 114 百万円 △ △ 455 百万円 

 預入機関３ヶ月超の定期預金  △ 587 百万円    － 百万円 

 現金及び現金同等物 2,927 百万円 3    2,600 百万円  

    

④リース取引関係 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 

   当連結会計年度 前連結会計年度  

   （平成 15 年３月） （平成 14 年３月）  

 取得価額相当額 機械装置及び運搬具    3 百万円    － 百万円  

  工具器具及び備品     24 百万円     65 百万円  

  合 計             27 百万円     65 百万円  

      

 減価償却累計額相当額 機械装置及び運搬具     0 百万円     － 百万円  

  工具器具及び備品     14 百万円     48 百万円  

  合 計             14 百万円     48 百万円  

      

 期末残高相当額 機械装置及び運搬具     3 百万円     － 百万円  

  工具器具及び備品      9 百万円     16 百万円  

  合 計             13 百万円     16 百万円  

 

 

２．未経過リース料期末残高相当額 

   当連結会計年度 前連結会計年度  

   （平成 15 年３月） （平成 14 年３月）  

  １ 年 内      4 百万円      6 百万円  

  １ 年 超      8 百万円      9 百万円  

  合   計     13 百万円     16 百万円  

 

      （注）取得価額相当額及び未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が、有形
固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。  

 

３．支払リース料及び減価償却費相当額 

  当連結会計年度 前連結会計年度  

  （平成 15 年３月） （平成 14 年３月）  

   （１）支払リース料      6 百万円     12 百万円  

   （２）減価償却費相当額      6 百万円     12 百万円  

 

４．減価償却費相当額の算定方法 

      リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 
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⑤セグメント情報 

 

（１）事業の業種別セグメント情報  

   当連結会計年度（自平成 14 年４月１日 至平成 15 年３月 31 日） 

   事業の種類としてロードローラを中心とする土木建設機械を製造、販売する建設機械事業、散水車等を販売す
る産業機械事業及びその他の事業からなっており、当連結会計年度については、全セグメントの売上高の合計及

び営業利益の金額の合計額に占める建設機械の割合がいずれも 90％を超えているため、事業の種類別セグメント
情報の記載を省略しております。 

 

   前連結会計年度（自平成 13 年４月１日 至平成 14 年３月 31 日） 

   事業の種類としてロードローラを中心とする土木建設機械を製造、販売する建設機械事業、散水車等を販売す

る産業機械事業及びその他の事業からなっており、当連結会計年度については、全セグメントの売上高の合計及
び営業利益の金額の合計額に占める建設機械の割合がいずれも 90％を超えているため、事業の種類別セグメント

情報の記載を省略しております。 

 

（２）所在地別セグメント情報 

   当連結会計年度（自平成 14 年４月 1 日 至平成 15 年３月31 日） （単位：百万円） 

   国内 米国 ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ 計 消去又は 
    全   社 

計 

  売上高及び営業損益       

    売上高       

    (1)外部顧客に対する売上高  12,607   1,230    135 13,973 － 13,973 

    (2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高又は振替高    770    53    435   1,259 △1,259 － 

    計  13,378   1,284 570  15,232 △1,259 13,973 

    営業費用  13,122  1,499   590  15,212 △1,265 13,947 

    営業利益又は営業損失（△）  255 △214 △ 20 △  19       6   26 

  資産  25,033  3,080   976  29,091 △2,281 26,810 

 （注）１．営業費用は全て各セグメントに賦課しており、配賦不能営業費用はありません。 

    ２．当連結会計年度より、（株）コモド（国内）及び SAKAI AMERICA MANUFACTURING,INC.（米国）

は連結の範囲に含めております。営業利益又は営業損失（△）として、（株）コモド６百万円、SAKAI 
AMERICA MANUFACTURING,INC.△１４９百万円となっております。 

 

   前連結会計年度（自平成 13 年４月 1 日 至平成 14 年３月31 日） （単位：百万円） 

   国内 米国 ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ 計 消去又は 
    全   社 計 

  売上高及び営業損益       

    売上高       

    (1)外部顧客に対する売上高  12,401    939    142 13,482 － 13,482 

    (2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高又は振替高    392      1    183   577 △577 － 

    計  12,793    940 326  14,060 △577 13,482 

    営業費用  13,574  1,064   325  14,964 △626 14,338 

    営業利益又は営業損失（△） △780 △124    0 △904      48 △855 

  資産  28,252  1,585   562  30,400 △2,763 27,637 

 （注）営業費用は全て各セグメントに賦課しており、配賦不能営業費用はありません。 
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（３）海 外 売 上 高 

   当連結会計年度（自平成 14 年４月１日 至平成 15 年３月 31 日） （単位：百万円） 

 東南アジア 北 米 その他の地域 計 

Ⅰ． 海 外 売 上 高 1,374 1,451 509 3,336 

Ⅱ． 連 結 売 上 高    13,973 

Ⅲ． 連 結 売 上 高 に 占 め る  
海 外 売 上 高 の 割 合 9.8%  10.4%  3.6%  23.9%  

 

    前連結会計年度（自平成 13 年４月１日 至平成 14 年３月 31 日） （単位：百万円） 

 東南アジア 北 米 その他の地域 計 

Ⅰ． 海 外 売 上 高 947 1,213 462 2,623 

Ⅱ． 連 結 売 上 高    13,482 

Ⅲ． 連 結 売 上 高 に 占 め る  
海 外 売 上 高 の 割 合 

7.0%   9.0% 3.4%  19.5%  

 
（注）１．海外売上高は当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高（連結会社間の内部売上高 
     を除く）であります。 

   ２．国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域。 

   （１）国又は地域の区分は地理的近接度によっております。 

   （２）各区分に属する主な国又は地域 

     東南アジア ．．．．．韓国、中国、ミャンマー、タイ、マレーシア、インドネシア 

     北   米 ．．．．．アメリカ 

     その他の地域 ．．．．．ニュージーランド、サウジアラビア 

 

⑥関連当事者との取引 

 
当連結会計年度（自平成 14 年４月１日 至平成 15 年３月 31 日） 

(1)親会社及び法人主要株主等 
  該当事項はありません。 
 

(2)役員及び個人主要株主等 
  該当事項はありません。 
 

(3)子会社等 
  該当事項はありません。 
 

(4)兄弟会社等 
  該当事項はありません。 
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⑦税効果会計     

     

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳   

 （単位：百万円）  

   当連結会計年度 前連結会計年度   

   （平成15年３月） （平成14年３月）   

 繰延税金資産        

  貸倒引当金損金算入限度超過額    22  30   

  賞与引当金損金算入限度超過額    44  38   

  下取商品評価損否認    3  42   

  たな卸資産評価損否認     77  128   

  役員退職慰労引当金否認     39  32   

  構造改革費用否認   －  237   

  繰越欠損金   1,246  1,213   

  その他有価証券評価差額金    24  9   

  退職給付引当金否認   172  －   

  その他    22  34   

 繰延税金資産小計   1,653  1,767   

 評価性引当額   △   878  △ 1,175   

 繰延税金資産合計   774  592   

 繰延税金負債        

   たな卸資産にかかる未実現損失   △  14  △  28   

   固定資産圧縮積立金   △  23  △  24   

   その他   △   0  －   

 繰延税金負債合計   △  38  △  52   

 繰延税金資産の純額   736    539     

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

 （単位：％）  

   当連結会計年度 前連結会計年度  

   （平成15年３月） （平成14年３月）  

 法定実効税率   △   42.0  △   42.0  

 （調整）       

 交際費等永久に損金に算入されない項目  12.6  1.6  

  住民税等均等割   6.8  0.9  

  受取配当金益金不算入   △    0.4  △    0.2  

  評価性引当額の増加額（△減少額）   △   19.4  48.2  

    税率変更による期末繰延税金資産の減額修正  8.7  －  

  前期末一時差異調整  △    2.8  －  

   たな卸資産にかかる未実現損失  4.7  －  

  その他   △    1.0  △    0.5  

 税効果会計適用後の法人税等の負担率   △   32.8  8.0  

 

３．地方税法等の一部を改正する法律（平成15年法律第９号）が平成15年３月31日に公布されたことに伴い、当連

結会計年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算（ただし、平成16年４月１日以降解消が見込まれるものに限

る。）に使用した法定実効税率は、前連結会計年度の42.0％から40.0％に変更された。その結果、繰延税金資産

の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が25百万円減少し、当連結会計年度に計上された法人税等調整額

が25百万円増加しております。 
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⑧有価証券 

 当連結会計年度（平成 15 年３月 31 日） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの （単位：百万円） 

 種  類 
連 結 貸 借 対 照 表 
計 上 額 

時  価 差  額 

(1) 国債・地方債等 － － － 

(2) 社債 － － － 

(3) その他 100 102 2 

時価が連結貸借対照表
計上額を超えるもの 

小計 100 102 2 

(1) 国債・地方債等 － － － 

(2) 社債 － － － 

(3) その他   600   563 △  36 
時価が連結貸借対照表
計上額を超えないもの 

小計   600   563 △  36 

合計    700   666     △  33 

 

２．その他有価証券で時価のあるもの （単位：百万円） 

 種  類 取 得 原 価 
連 結 貸 借 対 照 表 
計 上 額 

差   額 

(1) 株式   31  54  23 
(2) 債券    
 ① 国債・地方債            

等 
－ － － 

 ② 社債 65 66 0 

 ③ その他 － － － 

(3) その他 － － － 

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えるも

の 

小計  97 121  23 

(1) 株式   729   662       △    66 

(2) 債券    
 ① 国債・地方債            

等 
－ － － 

 ② 社債 223 223       △     0 

 ③ その他 1,393 1,376       △    16 

(3) その他 － － － 

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えない
もの 

小計 2,346 2,262       △    84 

合計 2,443 2,383       △    60 

（注）当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について 495,965 千円減損処理を行っております。 

 

３．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自平成 14 年４月１日 至平成 15 年３月 31 日） 

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円） 

1,478    51       0 
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４．時価評価されていない主な有価証券の内容  

 連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1) 子会社株式                                 40 
(2) その他有価証券                   

    非上場株式（店頭売買株式を除く）                                 66 

（注）当連結会計年度において、その他有価証券で時価のない株式について 5,984 千円減損処理を行っております。 

 

５．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 （単位：百万円） 

 １ 年 以 内        １年超５年以内 ５年超 10 年以内 1 0 年 超        

１．債券     

 (1) 国債・地方債等 － － － － 

 (2) 社債 16  70 － － 

 (3) その他 100 1,300   300 600 

２．その他 － － － － 

合計 116 1,370   300 600 
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 前連結会計年度（平成 14 年３月 31 日） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの （単位：百万円） 

 種  類 
連 結 貸 借 対 照 表 
計 上 額 

時  価 差  額 

(1) 国債・地方債等 － － － 

(2) 社債 － － － 

(3) その他 100 101 1 

時価が連結貸借対照表
計上額を超えるもの 

小計 100 101 1 

(1) 国債・地方債等 － － － 

(2) 社債 － － － 

(3) その他 1,100 1,036 △  63 
時価が連結貸借対照表
計上額を超えないもの 

小計 1,100 1,036 △  63 

合計 1,200 1,137 △  62 

 

２．その他有価証券で時価のあるもの （単位：百万円） 

 種  類 取 得 原 価 
連 結 貸 借 対 照 表 
計 上 額 

差  額 

(1) 株式 169   315 146 
(2) 債券    
 ① 国債・地方債            

等 
－ － － 

 ② 社債  72  72 0 

 ③ その他 290 291 1 

(3) その他 － － － 

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えるも

の 

小計   531   679 147 

(1) 株式 1,177 1,026       △   150 

(2) 債券    
 ① 国債・地方債            

等 
－ － － 

 ② 社債 106 105       △     0 

 ③ その他 899 882       △    17 

(3) その他 － － － 

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えない
もの 

小計 2,183 2,014       △   168 

合  計 2,714 2,693       △    20 

 

３．前連結会計年度中に売却したその他有価証券（自平成 13 年４月１日 至平成 14 年３月 31 日） 

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円） 

1,265 － 0 
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４．時価評価されていない主な有価証券の内容  

 連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1) 子会社及び関連会社株式                                531 
(2) その他有価証券  

   非上場株式（店頭売買株式を除く）                                 72 

  

５．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 （単位：百万円） 

 １ 年 以 内        １年超５年以内 ５年超 10 年以内 1 0 年 超        

１．債券     

 (1) 国債・地方債等 － － － － 

 (2) 社債  56 121 － － 

 (3) その他 400 500 1,200 300 

２．その他 － － － － 

合計 456 621 1,200 300 
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⑨１株当たり情報 
 当連結会計年度 前連結会計年度 

 （平成 15 年３月） （平成 14 年３月） 

 １株当たり純資産     379.27 円      394.66 円 

 １株当たり当期純利益（△純損失）     △  5.03 円     △ 63.50 円 

    

 １株当たり当期純利益（純損失）算定基礎   

  当連結会計年度 前連結会計年度 

  （平成 15 年３月） （平成 14 年３月） 

 当期純利益（△純損失）      △   214 百万円         － 百万円 

 普通株主に帰属しない金額           － 百万円           － 百万円 

 普通株式に係る当期純利益（△純損失）      △   214 百万円         － 百万円 

 期中平均株式数       42,557 千株         － 千株 

 

 

 

⑩デリバティブ取引 
 

１．通貨関連 （単位：百万円） 

  当連結会計年度 前連結会計年度 

 （平成 15 年３月） （平成 14 年３月）  

区 種   類 契約額等   契約額等    

分    うち 時 価  評価   うち 時 価  評価  

     １年超     損益    １年超     損益  

市 為替予約取引          

場           

取 買  建          

引             

以   米ドル － － － － 4 － 5 0  

外           

の   ユーロ － － － － 4 － 4 0  

取           

引             

     合   計 － － － － 8   －   9   0  

（注）１．為替予約取引の時価は、先物為替相場により算定しております。 

   ２．ヘッジ会計が適用されているものについては、記載対象から除いております。 

 

２．金利関連 

   該当なし 
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⑪退職給付 

 

１．採用している退職給付制度 

    適格退職年金制度及び退職一時金制度 

      

２．退職給付債務等の内容      

（１）退職給付債務及びその内訳    (単位：百万円)  

  当連結会計年度 前連結会計年度  

  (平成15年３月) (平成14年３月)  

 ①退職給付債務  △  1,490  △  2,104  

 ②年金資産    423  1,118  

 ③未積立退職給付債務  △  1,066  △    986  

 ④会計基準変更時差異の未処理額  384  666  

 ⑤未認識過去勤務債務（債務の減額）  －  －  

 ⑥未認識数理計算上の差異  235  214  

 ⑦前払年金費用  －  －  

 ⑧退職給付引当金  △   446  △   105  

      

（２）退職給付費用の内訳    (単位：百万円)  

  当連結会計年度 前連結会計年度  

  (平成15年３月) (平成14年３月)  

 ①勤務費用   84  121  

 ②利息費用  44  62  

 ③期待運用収益（減額）  △      5  △     17  

 ④会計基準変更時差異の費用の処理額  282  83  

 ⑤数理計算上の差異の費用処理額  88  15  

 ⑥退職給付費用  494  265  

    （注）上記の他、前連結会計年度において特別退職金395 百万円が特別損失の構造改革費用に

計上されております。 

 

      

（３）退職給付債務等の計算基礎      

  当連結会計年度 前連結会計年度  

  (平成15年３月) (平成14年３月)  

 ①割引率  2.5%  3.0%  

 ②期待運用収益率  1.0%  1.5%  

 ③退職給付見込額の期間配分方法  期間定額基準  期間定額基準  

 ④数理計算上の差異の処理年数  10 年  10 年  

 ⑤会計基準変更時差異の処理年数  10 年  10 年  

  

  

 

 

 

 

 


